軽費老人ホーム事務費補助金事務処理要領
　（趣旨）
第１　この要領は、社会福祉法人又は社会福祉法(昭和26年法律第45号)第62条第2項の規定により知事の許可を受けた法人(以下｢社会福祉法人等｣という。)が設置する軽費老人ホーム（以下「施設」という。）の運営に要する費用の一部に対する補助金の事務処理について、岩手県補助金交付規則(昭和32年岩手県規則第71号)及び軽費老人ホーム事務費補助金交付要綱(平成16年3月26日付け保健福祉部長通知。以下｢要綱｣という｡)に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。

　
(交付申請）
第２　施設の設置者は、要綱に定める様式により作成した申請書を、毎年度４月15日までに

各広域振興局長(以下｢局長｣という。)あて、提出するものとする。
２　要綱に定める｢その他知事が必要と認めるもの｣は、歳入歳出予算抄本(又は見込抄本)並び

に補助の対象となる軽費老人ホームにおける利用料の額及びこれに含まれる事務費相当額を明らかにすることができる利用規程(以下｢利用規程｣という。)とする。

３　局長は、前項の申請内容を審査のうえ、その写しを毎年度４月末日までに保健福祉部長（以

下「部長」という。）あて提出するものとする。
（交付申請の変更）
第３　施設の設置者は、この補助金の交付決定後に生じた事情の変更により申請の内容を変更して追加交付申請等を行う場合には、要綱に定める様式により作成した申請書を、毎年度２月25日までに局長あて、提出するものとする。
２　要綱に定める｢その他知事が必要と認めるもの｣は、歳入歳出予算抄本(又は見込抄本)及び利用規程とする。ただし、変更交付申請時において交付申請時と同内容であれば提出を要しないものとする。

３　局長は、前項の申請内容を審査のうえ、その写しを毎年度２月末日までに部長あて提出するものとする。
（交付の方法）
第４　交付決定後、局長は、要綱に定める様式による請求書の提出に基づき、補助金を交付するものとする。
２　局長が必要と認める場合は、交付決定後、局長は、四半期に１度、別紙の様式による請求書の提出に基づき、当該四半期に係る概算補助所要額相当額（ただし、第４四半期については、当該年度分の精算交付とする。）を交付できるものとする。
（補助金請求書の提出）
第５　施設の設置者は、要綱に定める様式により作成した補助金請求書を当該年度の３月末日（事業の中止又は廃止の承認をした場合には、施設の設置者が当該通知を受理した日から１か月以内（ただし、当該年度の３月末日を期限とする。））までに、局長あて提出するものとする。
２　要綱に定める｢その他知事が必要と認めるもの｣は、歳入歳出決算(見込)抄本及び利用規程とする。ただし、利用規程については、交付申請時と同内容であれば提出を要しないものとする。

３　局長は、前項の補助金請求書を審査のうえ、その写しを毎年度５月15日までに部長あて提出するものとする。

